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はじめに 

国家公務員の人事評価制度は、任用、給与、分限等あらゆる人事管理の基礎であるとと

もに、人材育成の意義も有し、さらには組織パフォーマンスの向上にも寄与するものであ

る。 

現在、国家公務員を取り巻く状況は大きな変化の中にある。近年、国家公務員の若手の

離職者の増加傾向などが見られるほか、国家公務員の働き方改革が喫緊の課題となってい

る中、職員のモチベーションやエンゲージメントの向上を図り、人材を育て、確保してい

くことが強く求められている。 

人事評価制度は、平成 21年の開始から 10年以上が経過し、この間、実施５年目に当た

る平成 25 年度には「人事評価に関する検討会」が開催される等、人事評価制度の改善に

向けた取組が進められてきた。本検討会では、国家公務員の人事評価制度の運用状況を改

めて検証した上で、能力・実績主義の徹底の観点のほか、働き方改革の要請、コロナ禍を

背景としたテレワークなど新たな働き方の普及といった時代の変化も踏まえ、今後の人事

評価の在り方について幅広く検討を行うことを目的として、令和２年７月以降検討を行っ

てきた。 

本報告書では、様々な調査等を通じて浮かび上がってきた課題を整理し、国家公務員を

巡る諸課題も念頭に置きながら、人事評価制度の本来の目的や役割に立ち返り、具体的な

改善の方向性について提言を行うものである。 

政府においては、本報告書の提言を踏まえ、改善に取り組むことを心から期待する。 

 

令和３年３月 

人事評価の改善に向けた有識者検討会 座長 守島基博 
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Ⅰ 国家公務員の人事評価制度について 

１ 現行の人事評価制度について 

国家公務員の人事評価制度は、平成 21 年から導入されている。職員個々の能力や実

績を的確に把握して、任用、給与、分限等あらゆる人事管理の基礎となるものであり、

また、個々の職員の強み・弱みを把握して能力開発の促進につなげるなど、人材育成の

意義を有するものである。 

人事評価は、職員がその職務を遂行するに当たり発揮した能力及び挙げた業績を把握

して行われるもの 1であり、能力の発揮状況を見る「能力評価」と、役割を明確化した

上で挙げた業績を見る「業績評価」で構成され、職員一人一人の能力や実績を適正に把

握できるよう、いずれも絶対評価で評価することとしている 2。 

能力評価は、１年ごとに実施し、評価期間において現実に職員が職務遂行の中でとっ

た行動を、職制上の段階及び職務の種類に応じて定められた職務上発揮することが求め

られる能力（標準職務遂行能力 3）の類型として各府省等の人事評価実施規程に定める

「評価項目」ごとに、人事評価実施規程に定める行動に照らして、当該職員が発揮した

能力の程度を評価するものである 4。 

業績評価は、半年ごとに実施し、評価期間において職員が果たすべき役割について、

業務に関する目標を定めることその他の方法により当該職員に対してあらかじめ示し

た上で、当該役割を果たした程度を評価するものである 5。 

評価結果を表す評語は、能力評価は評価項目ごとに、業績評価は設定された役割ごと

に、「個別評語」を付し、総括的な評価結果を「全体評語」として付す 6。個別評語及び

全体評語の評価段階は、一般の職員については、５段階評価（全体評語「Ｓ・Ａ・Ｂ・

Ｃ・Ｄ」。個別評語「s・a・b・c・d」。）で付すこととされている 7。 

期首及び期末に評価者が被評価者と面談を行い、期首に果たすべき役割を確定し、期

末に人事評価の結果に基づいて指導・助言を行うこととしている。 

なお、人事評価の評語は、任用、給与等の基準として用いられており、任用について

は昇任の要件を満たす者の中から、ポストの能力・適性等を考慮して決定され、給与（昇

給・勤勉手当）については、人事院が定める評価結果等に関する基準に基づき、所定の

分布率 8に従い、昇給区分・成績区分が決定されることとされている。 

制度の概要については、【別紙１】のとおり。 

                         
1 （参照）国家公務員法（昭和 22年法律第 120号）第 18条の２ 
2 （参照）人事評価の基準、方法等に関する政令（平成 21年政令第 31号）（以下「政令」という。）第４条 
3 標準職務遂行能力は、例えば、係員、係長、課長補佐、課長などの官職の職務を遂行する上で発揮することが求めら

れる能力として、内閣総理大臣が定めるものである。 
4 （参照）政令第４条第１項及び第３項 
5 （参照）政令第４条第１項及び第４項 
6 （参照）政令第６条第１項 
7 （参照）政令第６条第２項 
8 いずれも一般の職員の例として、 

昇給：「極めて良好」(8号俸以上)の分布は 5％、「特に良好」(6号俸) の分布は 20％。「良好（標準）」の昇給は 4号俸 
（55歳未満） 

勤勉手当：特に優秀(成績率 190～115/100)の分布は 5％以上、優秀(成績率 115～103.5/100) の分布は 25％以上、
良好（標準）の成績率は 92/100 
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２ 平成 25年度の検討会における課題と対応について 

平成 25 年度に開催された「人事評価に関する検討会」において、制度の運用状況を

検証し、制度・運用の改善の方策等の検討を行っている。 

人事評価制度については、被評価者・評価者ともにおおむね肯定的に受け止められて

おり、人事評価制度は、当初の目的に沿って円滑に実施されている状況とされたが、一

方、評語区分や評語の趣旨の理解、下位評価の付与後の対応策、面談におけるアドバイ

ス等、幾つか課題や意見が見られ、人事管理の基礎としての観点からは、改めて評語区

分の趣旨を徹底する、人材育成等の観点からは、評価結果の一層の活用が必要との提言

がなされた。 

同検討会における議論とその後の対応状況については、【別紙２】のとおり。 

 

（主な対応内容） 

① 人事管理の基礎となるツールとしての役割 

・現行の評語区分の趣旨の明確化（評語のレベル感の作成 等） 

・上位評価（Ｓ、Ａ）及び下位評価（Ｃ、Ｄ）を付与する場合の理由の記載を義務化 

・評価者講座等の受講義務付け等による目線合わせの徹底 

・下位評価を付与した後の対応策の明確化（「成績不良者の能力・意欲向上マニュアル」

の作成 等） 等 

② 人材育成等に資するツールとしての役割 

・期首・期末面談の充実・一層の活用の周知 

・人材育成に活用するための評価者訓練の充実（傾聴・承認・質問等のコーチングスキ

ルの周知・指導） 等 

・その他の人材育成に有効な手法として、多面観察の実施 

③ その他 

・柔軟な働き方への対応として、ワーク・ライフ・バランス推進に資する効率的な業務

運営等についての人事評価への適切な反映 
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Ⅱ 現状と課題 

１ 運用実態調査 

今回の制度・運用の改善の検討に当たり、内閣人事局において、以下のとおり、全府

省等を対象として、評語分布調査、人事担当課向けアンケート及び職員向けの人事評価

に関する意識調査を実施し、人事評価の現状分析を行った。 

① 評語分布調査（【別紙３】参照） 

能力評価（評価期間：平成 30年 10月～令和元年９月）及び業績評価（評価期間：

平成 31 年４月～令和元年９月、令和元年 10 月～令和２年３月）の全体評語分布に

ついて調査を行った。 

② 人事担当課向けアンケート（【別紙４】参照） 

人事担当課としての考え方について、アンケート調査を実施した。（実施期間：令

和２年６月～７月） 

③ 職員向け人事評価に関する意識調査（職員意識調査）（【別紙５】参照） 

国家公務員法に規定する人事評価が実施される一般職の国家公務員（約 27 万人）

の中から、各府省等一律５％の職員を抽出し、インターネット調査を実施した。（実

施期間：令和２年９月 28日（月）～10月 16日（金）。回答者数 11,203人、推定回

収率 81.6％） 

 

２ 運用状況と課題 

これらの運用実態調査から人事評価制度の実施状況を概観すると、例えば、職員意識

調査では、期首面談・期末面談を有益とする者が８割強となっていることや、評価者の

ほとんどが、内閣人事局によるものを始めとして何らかの人事評価の研修を受講済みで

あることなどから、人事評価制度自体は定着し、浸透していると考えられるが、一方で、

幾つかの課題も見られる。 

人材育成への活用は人事評価の重要な目的であるが、職員意識調査からは、人事評価

の結果が人材育成に活用されている実感があると回答した者は１割弱と非常に低い水

準となっている。期首・期末面談について、面談に要した時間は約５割が 10 分未満、

本府省庁では職員の約１割はそもそも面談を受けていないとの回答となっており、面談

の場を通じた指導・育成が十分行き届いていない可能性がある。一方、期首・期末面談

に時間をかけ、評語付与の理由をしっかりと説明し、具体的な事実を挙げて指導を行う

ことにより、人事評価制度に対する納得感がより高まる傾向が見て取れる。このように、

人事評価の運用面から管理職のマネジメントの実施状況を見ると、管理職の中にはマネ

ジメント行動が十分にとれている者、課題がある者といった水準のばらつきがある状況

と考えられる。 

また、評語付与に関しては、評語分布調査について、前回（平成 25 年度）の調査と

分布傾向に大きな変化はなく、現行の仕組みの中では、評価の目線は安定し、評価の仕

方がある程度定着しているとも考えられる。一方で、一般職員では、例えば、Ａが付与

される者が５割以上となり、大きな割合を占めている状況にあり、この点、人事担当課
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アンケートにおいても、一部の評語が大きな塊となり、識別性が弱く活用しにくいとい

った意見も見られる。 

また、評価者の約７割が評語の境目の見極め・判断に困難を感じており、ＡとＢの区

別・見極めが難しい（例えば、ＡとＢの間に異なる評語区分があるとよかった）という

声も強い。Ｂが「通常」である旨の徹底を行ってきているが、人事担当課アンケートで

は、実態としてＢが通常より下の評価であると理解されている、依然として評価者間の

評価にばらつきがあることを指摘する声もある。 

目標設定に関する留意事項（通知）の増加などにより、評価作業の煩雑を指摘する声

もあり、人事評価が、評価者にとって大きな作業量となっている一方で、それに見合う

十分な効果に結び付いていない可能性がある。 

 

３ 民間企業及び地方自治体における人事評価の取組 

人事評価の改善の方向性の議論の参考とするため、民間企業や地方自治体における人

事評価の取組について、ヒアリング等による調査を実施した。 

（１）民間企業における取組事例 

人事評価を組織改革・人材育成のためのツールとして活用していく傾向が強く

見られる。フィードバックを重視し、次の成長につなげていけるよう、人事評価

の機会の積極的な活用を図っている。 

面談の場において従業員それぞれの強みや改善点などの具体的なフィードバッ

クを行うほか、能力開発・キャリア形成に特化した面談の実施、管理職に対する

360 度評価・多面観察の積極的な実施を通じた能力開発・育成等の取組が見られ

た。 

また、目標管理制度について、組織目標とリンクした厳格な成果目標の設定に

とらわれず、指標等を用いて組織目標の実現を柔軟に評価するＯＫＲ（Objectives 

and Key Results）の考え方を導入したり、目標の達成度だけではなく、他者の成

功や組織への貢献も評価要素とする、ストレッチした目標（レベルの高い目標）

設定を推奨する、管理職は人材開発・組織開発に係る目標を１つ以上設定すると

いった取組も見られた。 

コミュニケーションスキルなどマネジメント能力の向上につながるものも含め、

評価者への研修の充実を図っている、評価の目線合わせを徹底する観点から、評

価の決定に際し評価者や調整者らによる会議を開催している等の取組も見られた。 

また、テレワークが急速に増加する中、オンラインコミュニケーションツール

の積極活用、1on1ミーティングの実施等によるコミュニケーションの機会の確保

等、様々な工夫が行われていた。 

詳細については、【別紙６】のとおり。 

 

（２）地方自治体における取組事例 

地方公務員法（昭和 25年法律第 261号）に基づき、地方自治体においても人事
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評価の制度が設けられている。国家公務員の人事評価制度に類似した評語付与方

式と、評価結果を項目ごとに点数化した数値の合計によって評価する数値化方式

などが見られる。数値化方式は、印象や感覚で評価を付すことがないよう、評価

者の裁量ではなく事実に即して判断して、納得感を高めることを意図するもので

あり、例として、能力評価については、個別の評価項目ごとに重要度に応じて点

数を配分し、それぞれの評価項目の中で被評価者の行動に応じて何種類かの点数

区分を設けて全体点数を算出し、業績評価については、それぞれの目標について

達成度と難易度に応じて点数を算出し、それに目標間で設定したウェイトを掛け

合わせて全体点数を算出する仕組みとしている事例がある。 

その他、職員の人材育成と能力開発の基本方針を策定し、それに基づき人事評

価の行動評価（能力評価）に係る評価項目及び各項目に掲げるキーワード・求め

られる行動を設定し、研修とも連動させる取組や、管理職については行動評価（能

力評価）の評価項目の一部をマネジメント評価として実施する取組、人事評価表

とは別に、今後の勤務・研修等の申告を行い、上司からの指導・助言に用いて能

力開発・キャリア開発に活用するシートを用意する取組等を行っている自治体の

事例の紹介があった。 
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Ⅲ 改善の方向性 

１ 改善のコンセプト 

国家公務員に人事評価制度が導入されてから 10 年以上が経過し、人事評価そのもの

は定着をしていると考えられるものの、今般の運用実態調査などからは、評価作業が煩

雑な一方で、職員の能力や業績の的確な把握や、これに基づく適材適所の人事管理、人

材育成、これらを通じた組織パフォーマンスの向上といった点から見ると、十分役立っ

ている実感に乏しいという課題が明らかとなった。 

人事評価は、任用、給与、分限、人材育成等、全ての人事管理を行うための基礎であ

り、公務を担う人材を育て、生かすためのツールである。公務の適切な遂行のため、人

事評価を通じて、まずは、職員一人一人の状況を、具体的な行動に基づいて、公平かつ

きめ細かく、的確に把握することが必要である。その上で、適切なフィードバックによ

り職員の育成を図り、それぞれの個性や特性を生かし、やりがいを感じながら、自律的

に職務に取り組むようにしていくことが求められる。 

また、近年、国家公務員については、長時間労働、若手職員の早期離職者の増加傾向、

採用試験の申込者数の減少傾向等の課題が顕在化しており、これらに対応する観点から

も働き方改革や人材育成、適正な組織管理が重要となっている。これらについて管理職

の役割が極めて大きいことから、管理職の人事評価は、適切なマネジメントを行ってい

るかに重点化して行うことが必要である。 

併せて、人事評価が的確に行われるためには、その作業が効率的・効果的に行われる

よう、手続面での工夫も求められる。 

このような観点を踏まえ、国家公務員の人事評価制度が、公務組織のパフォーマンス

向上や改革のための重要なツールの１つとして、その役割を適切に果たしていけるよう、

以下の方針の下、改善を図ることとする。 

 

（１）人材育成・マネジメントを強化するための組織改革・育成ツールとして活用 

制度導入当初から、人事評価は人材育成の意義も有するものとされてきている

が、この観点から活用されている実感が十分とは言えない状況にあり、人材育成

ツールとしての活用を強化する必要がある。その際、政策課題が複雑化する中、

同質的な人材をつくるのではなく、多様な人材を育成し、一人一人に適した役割

を付与することが、こうした課題に対応する上で不可欠であることに留意すべき

である。人事評価のプロセスを通じて、組織の目標と関係づけて職員の役割を認

識させるとともに、職員一人一人の強み・弱み（秀でている点・改善点）を把握

し、人事評価記録書に明確に記載した上で期首・期末面談の実施を徹底し、面談

の場等を通じてその評価の内容を示し、具体的なフィードバックを行うことによ

り成長を支援する。また、職員の挑戦的な取組を促し、チームや組織が成果を挙

げていくに当たっての自発的な貢献や効率的な業務遂行（時間生産性）等のプロ

セスについても広く「業績」として承認・評価していく。こうしたことを通じて、

職員のセルフ・コントロールや能力開発を促し、公務組織の改善・強化やパフォ
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ーマンス向上につなげるサイクルを回していく。さらに、人事評価の面談を中長

期のキャリア形成支援の場としても活用し、各府省等において、上司と人事当局

が連携して職員の成長を支援していく。 

また、人事評価自体の適切な実施に加え、働き方改革の推進、キャリア形成も

踏まえた人材育成、メンタルヘルスやハラスメントへの対応、育児や介護等時間

制約のある職員等、職場における多様な人材・ダイバーシティへの対応等、行政

組織の運営においては、マネジメントが果たす役割は極めて大きくなってきてお

り、管理職に求められる能力も高くなっている。このため、管理職が少なくとも

一定のレベル、さらにはより高度なマネジメント能力を確保することを目指し、

管理職の人事評価については、業務運営や組織運営・人材育成といった、組織・

チームとして成果を挙げていくために特に重要となるマネジメント要素を中心に、

マネジメントの評価とフィードバックを行うこととする。併せて、マネジメント

が不十分な管理職については、他の能力が優れていても高い評価をしない仕組み

とする。 

こうした取組は、職員のエンゲージメント、モチベーション向上や人材確保に

つながるものであり、このような観点も意識しながら人事評価の改善を図る。 

 

（２）職員の能力・実績をきめ細かく的確に把握 

人事管理や人材育成を適切に行っていくためには、職員一人一人の能力・実績

をきめ細かく、的確に把握していく必要がある。現行の人事評価制度では、能力

評価・業績評価ともに、一般職員については５段階の評語区分を設けた上で、絶

対評価により行っている。 

絶対評価は、他者との比較ではなく、一定の評価基準に照らして判断したもの

がそのまま評価となるものであり、職員一人一人の能力開発や人材育成につなが

りやすく、被評価者の納得が得られやすいが、評価が恣意的になったり、寛大化

する傾向が生じやすいとされている。一方、相対評価は、集団の中で周りの職員

と比較した上で評価を決める仕組みであり、職員間の競争の促進につながるほか、

評価者にとっては評価作業が容易になる一方、評価の基本となる職員一人一人の

状況の把握がおろそかになるおそれがあり、また、業務が異なる職員を相互比較

することの困難さや、他の職員の動向により評価が変動し得ることから、評価に

ついての納得性が得られにくく、不公平感の助長やモチベーションへの悪影響、

チームワークへの支障を及ぼす可能性が指摘されている。 

職員一人一人の能力・実績を客観的に把握するという人事評価の本来の趣旨か

らは、絶対評価によることが基本となる。特に、人事評価の人材育成機能の観点

からは、職員を相互比較したり、一定の分布率を設定した上で評価すると、職員

の成長に応じた評価が分布率との関係でできなくなるようなことが起こり得る等、

被評価者の納得感が得られにくく、適切な人材育成につながらない懸念があり、

分布率によらず、職員一人一人の能力・実績を客観的に把握し、強み・弱み（秀
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でている点・改善点）を踏まえて、成長を支援していくことが重要である。一方

で、人事評価を職員の処遇に活用することも重要であるが、この観点からは、予

算の制約等の中で昇給等を行う必要があり、あらかじめ定められた分布率等に基

づいて評価することとなる。今回の人事評価の改善では、人事評価を人材育成や

マネジメントを強化するためのツールとして活用することを重点に置いており、

引き続き絶対評価による評価を行うことが適当である。一方で、職員の処遇につ

いては、別途人事院が定める評価結果等に関する基準に基づき、人事評価の結果

が適切に反映されることが必要である。 

他方で、絶対評価により評価を行うことによる課題への対応も必要である。絶

対評価により行われている現在の評語の分布状況を見ると、一部の評語が大きな

塊となっており、同じ区分に属する者が多く、職員間の識別性が弱く、そのまま

では活用しにくい等の課題がある。評語の分布状況に大きな傾向の変化が見られ

ない中、人事評価の結果を人事管理や育成に一層活用していくため、評語区分を

見直し、区分数を増やすことにより識別性を高め、一人一人の状況に応じたきめ

細かな対応を可能とする。 

また、現行の評語区分は、Ｂを「通常」として、その「通常」より上か下かで

他の評語の判断をする設計となっている。これまでこの考え方に基づき評価者の

目線合わせを図ってきたが、「通常」という概念にはどうしても幅があるために評

価者間の目線合わせが困難であり、また、印象に引きずられた評価になりがちで

あるという側面は否めない。 

以上を踏まえて、職員一人一人の能力・実績を客観的に把握できるようにする

ため、評価の評語区分については、現行の５段階から６段階に細分化をするとと

もに、従来の評語区分にとらわれないよう評語自体を刷新する。また、「通常」よ

り上か下かなど、印象に基づく評価を廃し、具体的な行動例を基準に様々な能力

や成果・貢献等を客観的に把握し、それらの個別評価を全体評価に的確に反映す

る仕組みとする。 

さらに、評語分布状況を継続的にフォローし、必要に応じて評語の在り方等に

ついて改善を図ることとする。 

なお、民間企業の中には、一部ではあるが、従来の目標管理による人事評価が

パフォーマンスの向上につながっていない等の理由から、年単位等で目標を設定

して評価するという人事評価サイクルにおける評価結果のランク付けを廃止する

一方で、上司と部下間で高頻度フィードバックを行い、成果に対する報酬等は上

司の裁量により分配する等、従業員の成長を重視し、パフォーマンスの向上を図

る、ノーレイティングと呼ばれる手法をとる企業もある。この考え方は、部下の

能力・業績を把握し、フィードバックを通じて育成していくことで、組織パフォ

ーマンスを向上させようとしている点で、今回の改善の方向性と共通するところ

があり、成長支援のためのきめ細かなフィードバックの観点は、改善の方向性に

取り入れるべき要素である。一方で、国家公務員の業務は、確実な遂行と達成が
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求められるものが多く、こうした業務は明確な目標の設定と達成度合いを測る仕

組みが効果的であり、目標への対応について柔軟に考えるノーレイティングの手

法は、公務にはなじみづらい面がある。また、その導入に当たっては、上司が組

織目標に照らして各部下職員の人材育成の方向性や到達点を正しく理解した上で、

ノーレイティングのためのマネジメントや人材育成のスキルを有していることや、

職場の環境が整っていることも求められる。さらに、評語を付与することは、職

員の能力や業績に係る目標への達成度合いや成長度合いを示すものとなり、職員

のモチベーションにもつながる効果もあるため、今回の改善に当たっては、引き

続き評語の付与を行うことが適切である。 

 

（３）確実で実効性ある評価のための手続（簡素化・効率化など） 

人事評価に係る組織全体の状況の分析や、各職員の成長の継続的なフォローを

できるようにするため、人事評価を含む人事管理に係る情報システム化を推進す

る。 

また、人事評価の手続は関係者の一定の作業を伴うものであるが、これが人材

育成やパフォーマンスの向上につながらない煩雑・非効率な作業があれば、かえ

って形骸化を招き、人事評価の機能の更なる低下につながりかねない。このため、

人事評価の手続や様式について、人事評価制度全体を通して使いやすさ・使い勝

手等のＵＸ（ユーザーエクスペリエンス）の観点も含めて改めて検証し、被評価

者、評価者・調整者、人事当局等が必要な作業に注力できるよう、手続上の簡素

化、効率化を図る。特に、時々の状況に応じて、多数の通知類として発出されて

きた法令遵守、ハラスメント防止、働き方改革等、評価に関する留意事項につい

ては、分かりやすく整理・統廃合することにより、確実な評価への反映を図る。 

また、約 27万人の国家公務員の多様な職場実態を踏まえた実効性の高い人事評

価を実現するため、政令等で定める共通枠組みについては簡素化し、ここで示さ

れたコンセプトの基で、各府省等で独自の工夫を行える仕組みとする。 

 

２ 改善の具体的方策 

１のコンセプトを踏まえ、以下のとおり具体的な改善を進めることが適当である。 

 

（１）職員のやりがい向上にもつながる人材育成機能の強化 

① 能力評価 

人材育成を図っていくためには、まずは、職員の状況を客観的かつできる限り

具体的に把握していく必要がある。被評価者は自らの状況を認識することにより、

自主的な能力開発や改善に努めることができ、評価者はそのための具体的な指導・

助言を行っていくことが可能となる。 

能力評価は、「判断」や「説明・調整」など、国家公務員制度上の標準職務遂行

能力をベースとした評価項目について、１年の評価期間において職員が現実に職
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務遂行の中でとった行動を基に、当該職員の発揮した能力の程度を評価すること

としており、人事評価記録書上、職員の具体的な状況が十分に表れてこない可能

性もあり得る。指導・育成の出発点として、どの評語を付与したかにかかわらず、

職員の行動を基に職員一人一人の具体的な「強み（秀でている点）や弱み（改善

点）」を明確に把握し、これらを具体的に事実も交えて記載、記録し、確実にフィ

ードバックしていくことが必要である。人事評価記録書にこれらの記載欄を設け、

また、中長期的な人材育成を意識した、評価者としての育成方針に関する意見等

も記録書の中で記載できるようにする。こうした事実に基づく評価とフィードバ

ックは、職員の人事評価に対する納得性の向上にもつながるものである。 

人事評価においてどのような行動が評価されるかを示すことは、職員の意識や

行動の変革をもたらす。国家公務員は全体の奉仕者として、言うまでもなく、職

務を遂行するに当たって国民の疑念や不信を招くようなことがあってはならず、

服務規律、法令遵守等のコンプライアンスなど国家公務員が守るべき倫理等の要

素を改めて確実に評価するとともに、働き方改革が喫緊の課題となる中、職員の

効率的な働き方について、「業務運営」や「業務遂行」等の評価項目の中で引き続

きしっかりと評価する。 

能力評価においても、時間当たりの生産性を高める働き方の観点は重要であり、

この点も取り入れて評価することを明確にし、業務状態に応じた長時間労働の抑

制を適切に評価する。ただし、業務上やむを得ない長時間労働については、マイ

ナス評価してはならないことは言うまでもない。 

また、特定の専門的な分野の職務を経験していく職員について、その知識・技

術・能力の習得について評価することはもちろんのこと、様々な分野の職務を経

験する、いわゆるジェネラリストの職員についても、そうした経験を積み重ねて

総合的な視点から行政課題に対応できる能力を身に付け、職員の持続的な成長に

つなげていく観点から、現在のポストで身に付けた専門的な知識・技術・能力に

ついて的確に評価に反映する。こうしたことを人事評価記録書様式や運用上のル

ールに反映し、着実な実施を図る。 

 

② 業績評価 

業績評価においては、通常、組織目標から導かれる事項に関して、達成（実現）

すべきものとして目標設定が行われる。公務の性質上、業務の安定的な遂行は重

要な要素であり、人事評価のプロセスを通じて、業務の意義を認識させ、業務に

対する納得感を高め、そしてそれを適切に評価していくことが引き続き求められ

る。 

その上で、職員の挑戦的な取組を促し、成長を支援し、また、更なるやりがい

をもって業務に取り組めるようにしていくことも重要であり、あえて困難な仕事

に取り組んだ職員をしっかりと評価する必要がある。こうした観点から、必ずし

も達成することを前提としない、職員にとってチャレンジングな目標（困難度が
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高い目標）の設定を推奨し、職場や業務の状況等に応じて、原則として１つ以上

設定する。面談等を通じて上司もこうした目標の設定に関与して、場合によって

は主導して提案するなど必要な支援を行い、適切に設定する。なお、困難度の高

い目標については、未達成であることをもって低い評価としないこととする一方、

こうした目標とは別にその職員が達成すべき業務上の成果の検証は必要であるこ

とから、こうした通常の目標との組み合わせで全体評価を行う等の運用ルールを

明確にしておく必要がある。 

また、期首に設定した目標にとらわれすぎることなく、それ以外の取組（突発

的な業務や自主的な取組等）も積極的に評価する。期首の目標設定が困難な場合

も含め、状況の変化に応じ、期中のコミュニケーションを通じて、業務目標の追

加・変更を柔軟に行い、目標に反映できなかった取組も含め、期首に設定した目

標と同様に評価を行い、全体評価に適切に反映する。 

なお、働き方改革が喫緊の課題となる中、育児や介護等により通常より短時間

の勤務となる職員について、勤務時間を踏まえた適切な目標設定を行うとともに、

そのような目標設定や勤務時間が短いことのみを理由として低く評価することが

ないよう留意する必要がある。 

公務の水準を高めるためには、組織・チームとしての成果・パフォーマンスを

高めていくことが必要であり、それに資する職員の取組を業績として適切に承認・

評価することが適当である。自分の仕事が何かに貢献し、きちんと評価されてい

る実感はやりがいをもたらし、意欲的な業務への挑戦や更なる成長を促し、組織

パフォーマンスの向上にもつながるものである。このため、業績を評価するに当

たっては、具体的なアウトプットの達成度合いのみではなく、チームや組織が成

果を挙げていくに当たっての貢献、業務遂行に当たっての創意工夫、効率的な業

務遂行（時間生産性）等のプロセスも組み合わせて、その職位にふさわしい役割

を果たしたかという観点から評価することとする。こうした観点は、公務を支え

るいわゆるルーティン業務についても、達成した成果に加えて、こうしたプロセ

ス面の工夫等が目標に対する業績又は目標外の業績として評価され、高い評価に

もつながり得る点で重視すべきである。プロセスを評価するに当たっては、テレ

ワークも普及する中、熱心に取り組んだことや長時間かけたということではなく、

チームや組織が成果を挙げるに当たっての具体的な貢献等を評価対象とすること

が重要である。 

こうしたことを人事評価記録書様式や運用上のルールに反映し、業績のフィー

ドバックも含め、着実な実施を図る。 

 

③ 面談の充実・役割強化等 

人事評価の面談の場は、職員の指導・育成を図っていく上で非常に重要な機会

となる。期首面談は評価期間中の業務上の目標等のすり合わせを行うとともに、

評価者と被評価者との間で認識の共有を図るものであり、期末面談は、期中の状

12



 

 

況を振り返り、改善に向けた指導・助言等を通じて、被評価者が評価について理

解するよう努め、職員の成長を支援していく機能を有する。その際、人事評価で

示された成果・貢献等、強み（秀でている点）・弱み（改善点）、評価結果（評語）

等の要素を適切に伝え、今後の期待などとともに、次につながる形でフィードバ

ックすることが人材育成には不可欠であることについて特に留意すべきである。 

一方、職員意識調査の結果からは、そもそも面談自体が実施されていないケー

スもあり、まずは、期首・期末面談の実施義務を徹底していく必要がある。各府

省等において各評価者の面談実施状況を確認していくことが適当であり、例えば、

何らかの形で、被評価者側に確認をすることなども考えられる。また、面談が行

われていても、短時間で終了するケースや、日常のコミュニケーションの機会と

しての域を出ないような場合も多いと考えられ、面談の場を充実させ、成長のた

めの適切な指導・助言が行われる場となるよう、面談において具体的に行うべき

内容や必要な時間の目安等を記載した、面談に関するガイドラインを内閣人事局

において作成し、各府省等はガイドラインを活用し、面談の確実な実施と内容の

充実を図る。 

また、期首に目標を設定した後、期中においても目標達成に向けた指導・助言

等のフィードバックや、業務状況の変化に応じた、目標の修正等を行う中間的な

面談を実施することも重要である。さらには、人事評価制度上の面談を行うこと

でよしとするのではなく、評価者と被評価者の間で、定期的にコミュニケーショ

ンの機会を設け、信頼関係を醸成するとともに、被評価者の状況を把握したり、

業務や役割をすり合わせたり、相談に応じたり、成長を促していくためのフィー

ドバックを行う取組も有効であり、積極的な取組を推奨する。 

テレワークが普及し、職員同士が離れて仕事をする機会も増える中、このよう

な場を通じてのコミュニケーションは業務や役割のすり合わせ、期中における具

体的な行動（評価事実）、成果、貢献等の把握、ひいては適正な評価を行い、また、

被評価者が適切に評価されているという実感を持つ上でも極めて重要となってお

り、その充実を図る。例えば、こうした取組として、いわゆる 1on1ミーティング

などを活用することも効果的と考えられる。 

なお、職員の成長を促していく観点からは、職員自らが成長の意識を持つこと

も重要であり、人事評価の面談を中長期のキャリア形成支援の場として活用して

いくことも考えられる。職員のこれまでの経験やキャリア志向等を記載したキャ

リアシートを用いることなどにより、職員の主体的なキャリアデザインを促進し

ていくことが有効である。その際、キャリア形成についての上司との面談だけで

終わらせることなく、人事当局が職員のキャリアを検討する際に活用できるよう、

キャリアシートの情報を共有する等の人事当局との連携方策や、職員の経験の積

み重ね・変化するキャリア志向に関する情報が蓄積される仕組みの構築などと一

体で取り組むことが求められる。その際、キャリア形成支援を行う上司の能力向

上も重要になるので、この観点での能力向上も必要である。 
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（２）管理職のマネジメント評価の充実 

① 能力評価 

部下の成長を支援し、やりがいをもって効率的に業務を遂行できる環境を整え、

組織パフォーマンスを向上させ、成果を挙げていくことは管理職の重要な責務で

ある。一方で、国家公務員の各職場において、こうした組織・業務のマネジメン

トの取組が必ずしも十分に行われていないとの認識もある。 

長時間労働の削減など働き方改革の重要性もますます高まる中、職場における

マネジメントを強化していく必要があり、管理職の能力評価について、マネジメ

ント能力への重点化を行う。具体的には、様々なマネジメントの要素のうち、従

来、必ずしも十分に意識されてこなかった「管理職は、他者（部下）を通じてチ

ームとしての成果を挙げていくものである」という認識付けを行った上で、業務

改革や人材育成などに係る重要な評価項目（本府省課長級の場合、「業務運営」「組

織統率・人材育成」。以下「重要マネジメント項目」という。）を特に取り出して

評価を行う。人事評価記録書に重要マネジメント項目に係る評価欄を設け、これ

らの項目の能力や課題を個別具体的に把握・評価し、評語と所見を記載するとと

もに、その重要性に鑑み、管理職の能力評価の全体評語は重要マネジメント項目

の個別評語を上回らないこととする運用ルールを設ける。重要マネジメント項目

の具体的な要素としては、業務の見直し・効率化、業務の割り振り、部下職員や

職場の状況把握、部下職員との対話、部下職員の長時間労働の抑制や適切な（チ

ャレンジングな）目標設定、時間生産性の向上などが考えられるが、管理職に求

められるマネジメントの内容と評価の視点を明らかにするため、内閣人事局にお

いて、重要マネジメント項目の評価に係る具体的な要素（着眼点）を提示する。 

管理職の重要マネジメント項目の評価を行うに当たっては、評価者たる上司（幹

部職員等）は、当該管理職の部下・職場の状況を積極的に観察し、管理職の具体

的な行動やハラスメントの有無等を十分に確認した上で、的確な評価と当該管理

職へのフィードバックを行う。その際、マネジメントの評価に当たっては特に、

印象による評価とならないよう、その職員の行動に係る具体的な事実を把握し、

人事評価記録書にもその内容を記載した上で行うことが重要である。 

 

② 業績評価 

業績評価においても、管理職の行動を促す観点から、重要マネジメント項目に

関する具体的な目標を１つ以上設定する。例えば、人材育成、働き方改革、業務

見直し等、職場の環境や状況に応じて重点的に取り組むべきと考える事項につい

て、具体的に成果が評価できる目標を設定することを義務付ける。 
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（３）評語区分の見直しときめ細かな評価の実現 

① 評語区分の見直し 

評語の６段階への細分化、刷新に当たっては、識別性を確保して、バランスの

取れた評価となるよう、上位の評語付与には極めて高い水準を設定する。評価の

基準には、「通常」の概念は用いず、レベル感が分かりやすい説明を付す。また、

内閣人事局は新たな評語による評価の基準となる具体的な行動例（業務内容に応

じたサンプル）を明示し、評価に当たっては職員の行動をこれに当てはめて、能

力・実績の水準を客観的に把握できるようにする。評語区分を増やすことにより、

職員の成長がより見えやすくなり、本人の努力や人材育成を通じて、上位の評価

を目指していく効果も期待される。 

新たな評語区分の考え方を以下のとおり示す。評語については、ランク付けの

意味合いを過度に強調しないよう、アルファベットや数字による評語区分の呼称

は用いず、「卓越して優秀」「非常に優秀」「優良」「良好」等、到達度が伝わる言

葉を呼称とすることも考えられる。 

 

＜評語の定義と解説案＞ 

〇能力評価における全体評語（案） 

職位ごとに定められた標準職務遂行能力が具現された行動がどの程度取られたか

（その職位に応じた能力をどの程度発揮したか） 
評語（注） 評語の解説 

卓越して優秀 
（１） 

望ましい行動を上回る行動が常に確実にとられ、又は大きく上回る行動がとられて
おり、当該職位として卓越して優秀な能力発揮状況である。 
＜別格の特別な能力の高さを持っており、他の職員が真似できないレベル。特に顕
著な成果・貢献等が期待できるレベル。＞ 

非常に優秀 
（２） 

望ましい行動を上回る行動が頻繁にとられており、当該職位として非常に優秀な能
力発揮状況である。 
＜他の職員の模範（ロールモデル）であり、具体的な行動を学んだり模倣したりす
る対象となる人材レベル。極めて高い成果・貢献等が期待できるレベル。＞ 

優良 
（３） 

望ましい行動がとられており、かつ、しばしば望ましい行動を上回る行動も見られ
ており、当該職位として優良な能力発揮状況である。 
＜主体的に仕事に取り組み、高い視野で物事の勘所を理解して段取りよく動き、高
い水準の成果・貢献等が期待できるレベル。＞ 

良好 
（４） 

望ましい行動が基本的にとられており、当該職位として良好な能力発揮状況であ
る。 
＜職位に応じた仕事は過不足なくこなせるレベル。更なる伸びしろも認められる。＞ 

やや不十分 
（５） 

望ましい行動がとられないことがやや多く、当該職位として十分な能力発揮状況と
はいえず、改善が必要である(１回のこの評価のみでは、当該職位の職務を遂行す
るために求められる能力を発揮していないとまではいえない。)。 

不十分 
（６） 

望ましい行動がとられておらず、当該職位に必要な能力発揮状況でなく、大きく改
善が必要である(当該職位の職務を遂行するために求められる能力の発揮の程度に
達しておらず、降任等を検討するレベルである。)。 

（注）評語について、記号や数字等で表すかについては、今後要検討 

※「望ましい行動」とは、当該職位の職務を高い水準で遂行するために身に付けていることが望

ましい能力を発揮した結果、取られる行動を意味する（当該職位として高い水準の職務上の行

動を「望ましい行動」として位置付け、当該行動が「基本的に」とられていれば「良好」な能

力発揮状況となる。）。 
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〇業績評価における全体評語（案） 

組織目標をブレークダウンして設定した業務に関する目標等をどの程度達成したか

（組織の中でどの程度の役割を果たしたか） 
評語（注） 評語の解説 

卓越して優秀 
（１） 

今期当該ポストに求められた役割を果たし、かつ、極めて重要又は困難な課題につ
いて、まれにみる顕著な成果をあげ、又は貢献等をしており、今期当該ポストに求
められた水準をはるかに上回る、他の職員では果たし得ない卓越した役割を果たし
た。 

非常に優秀 
（２） 

今期当該ポストに求められた役割を果たし、かつ、特に重要又は困難な課題につい
て、非常に大きな成果をあげ、又は貢献等をしており、今期当該ポストに求められ
た水準を大きく上回る役割を果たした。 

優良 
（３） 

今期当該ポストに求められた役割を果たし、かつ、しばしば期待を上回る成果をあ
げ、又は貢献等をしており、今期当該ポストに求められた水準以上の役割を果たし
た。 

良好 
（４） 

基本的に、今期当該ポストに求められた水準の成果や貢献等を期待どおりあげ、求
められた役割を果たした。 

やや不十分 
（５） 

今期当該ポストに求められた水準を下回る成果や貢献等であり、求められた役割を
果たしていなかった（１回のこの評価のみでは当該ポストに求められる役割を果た
していないとまではいえない。）。 

不十分 
（６） 

今期当該ポストに求められた成果や貢献等がほとんどなく、求められた役割を果た
していなかった（当該ポストに求められた役割を果たしておらず、降任等を検討す
るレベルである。）。 

（注）評語について、記号や数字等で表すかについては、今後要検討 

 

② 適正な全体評価の実施 

全体評語の付与に当たっては、その職員の仕事ぶりについての概括的な印象等

に引きずられることなく、個別の評価項目の要素を十分踏まえて行う必要がある。

全体評語の付与を適正に行うため、各府省等においてそれぞれの職場の状況を踏

まえた個別評語の全体評語への反映ルールを作成する。全ての一般職国家公務員

に共通に適用されるべき反映ルールを確保する等の観点から、内閣人事局は、各

府省等共通して盛り込むべき基本的なルールやひな形を提示する。 

具体的な反映ルールとしては、例えば、 

・職位ごとに重視する能力の項目を設定 

・重要度が高い個別評語を重視して全体評語を付与 

・個別評語が全て良好の場合、原則全体評語が優良以上付かない 

・国家公務員としての基礎である「倫理」の評価結果については、全体評語に

厳格に反映 

・個別評価項目のウェイトに応じた点数化を行い、合計点を元に全体評価を付与 

等が考えられるが、いずれにしても、個別評語の各要素が的確に反映されるよう、

きめ細かな対応をしていくことが望ましい。また、例えば、数が多い個別評語を

上回る全体評語を付す場合など、一見して理由が分かりづらい評価を付す必要が

ある場合には、全体評価の所見欄において、その理由を十分記載することが求め

られる。 

業績評価の個別評価に当たっては、引き続き、目標のレベル（困難度）とその

達成度に応じて、適切な個別評語を付与するとともに、重要度も踏まえて、全体
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評価を行う運用を徹底する。現在は、困難度や重要度の欄は空欄とすることも可

能となっているが、適切な困難度・重要度の設定を行う観点から、◎〇△等の中

から、いずれかを必ず選択することとする。 

能力評価の個別評価については、「倫理」など詳細なレベル分けが困難な項目に

ついては３段階とする等の簡素化を行う。 

絶対評価の下、職員の能力や実績を客観的に評価することが重要であり、実態

と乖離した評価が行わることがないよう、引き続き、各府省等において、継続的

な取組が必要である。内閣人事局においては、評価者講座や各種参考資料の充実

等、各府省等をサポートする取組を継続していくとともに、各府省等の評語分布

の状況等を定期的にフォローし、識別性の向上等の今回の改善の目的が達成され

ているかどうかも含め、運用状況を検証し、必要な場合には見直しをしていく。 

 

（４）確実で実効性ある評価のための手続（簡素化・効率化など） 

 

① 情報システム化の推進 

現在、人事評価についての情報システムを導入している府省等は一部にとどま

っており、多くの府省等では人事評価記録書を電子メールや紙媒体でやり取りす

るなどしている。人事評価に係る情報システム化は、評価手続の効率化に資する

ほか、組織全体の状況の分析や、各職員の成長の継続的なフォローを可能とし、

人事評価をより的確に運用、活用することにつながるものであり、その取組を推

進する。システムの運営に当たっては、上司などの人事評価に関わる関係者が職

員の過去の評価結果を参照でき、人材育成上の達成度の把握や今後の育成方策へ

の活用につなげられるようにすることが重要である。 

 

② 留意事項（通知類）の整理・統廃合 

これまで、時々の状況に応じて、法令遵守、ハラスメント防止、働き方改革等、

評価に当たって留意すべき事項について、内閣人事局から各府省等に対して、多

数の通知類を発出してきており、評価作業が煩雑となる一因となっている。こう

した要素が、確実に、分かりやすく評価されるような形で、留意事項の整理・統

廃合を行う。 

 

③ 人事評価に関する研修、参考資料の充実 

改善のコンセプトやこれを踏まえた新たな制度の理解と浸透、また、適正な評

価の実施のため、引き続き、評価者訓練の充実を図る。コーチングスキルの深化

等、面談の場での指導・育成に役立つ内容にも力を入れるほか、講習に参加しや

すいよう、講習のオンライン化を推進する。 

人事評価の一連の作業に関して、内閣人事局等が、詳細なマニュアルを整備し

てきているが、大部で手軽に参照しづらい側面もある。評価者等が、評価作業等
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に当たって参照しやすいよう、内閣人事局等において、簡素で分かりやすいマニ

ュアルを作成、提供する。その際、昨今のテレワークの進展等も踏まえ、オンラ

インで利用する際の利便性の向上等にも配慮する。 

また、評価の納得感を高め、人材育成等に役立てていくためには、評価者のみ

ならず、被評価者に対しても、改善のコンセプトや新たな制度、評語のレベル感

等も含めて、人事評価の趣旨・目的・内容の周知をしていくことが重要である。

内閣人事局において、そのための分かりやすい資料の作成・提供を行う。 

 

④ 面談の実施方法 

テレワークの進展も踏まえ、期首・期末等の面談をオンライン実施する場面も

増加してきている。オンラインによる面談実施が可能なことを、明確化する。 

 

⑤ 評価者等の設定等 

適正かつきめ細かな評価や指導を行うためには、評価者の相応の負荷が生じる

こととなる。各府省等において、被評価者の人数を踏まえた適切な評価者や補助

者の設定を行う。なお、評価に当たっては、評価者自身の認識や視点に加え、評

価補助者が設定されているときはその評価補助者、さらには被評価者周辺の関係

者から情報収集を行うことなどにより、より幅広い事実の把握や視点を基に行わ

れることが望ましい。 

 

⑥ 人事評価記録書の在り方 

人事評価記録書について、評価者が評価作業を行いやすく、また、評価の実効

性を高めるためにメリハリのあるものとすることが適当である。その一環として、

能力評価の個別の評価項目に係る所見欄は廃止し、必要なコメント等は、新設す

る強み・弱み（秀でている点・改善点）の欄あるいは全体所見の欄に記載するこ

ととするなど、必要な見直しを行う。その他の事項も含めた、人事評価記録書の

見直しのイメージは【別紙７】のとおり。 

 

（５）改善方策への理解・浸透等 

人事評価は全ての人事管理の基礎となるものであり、公正で透明性が高く、制

度に対する信頼感が醸成されることが必要であることから、評価者と被評価者双

方が制度を十分に理解した上で、実施されていくことが不可欠である。改善のコ

ンセプトや、これを踏まえた新たな制度の適正な運用についても現場の評価者・

被評価者等の十分な理解と浸透が必要であり、改善の実施に当たって、改めて十

分留意する必要がある。なお、日頃から評価者と被評価者間のコミュニケーショ

ンを通じて、評価に対する疑問や不満等の解消を図ることが重要であり、引き続

き苦情相談・処理についても、適切に運用していくことが必要である。 

人事評価は全ての人事管理の基礎であり、安定的なものとする要請がある一方

18



 

 

で、公務の置かれている状況や制度の運用状況を踏まえ、不断に改善を図ること

も重要である。評語分布を含めた運用状況を定期的に把握・検証し、必要な見直

しを実施していくことが求められる。また、人事評価は、関係する職員の十分な

理解の確保や継続的な動向を把握する観点から、ある程度安定的な仕組みである

ことが求められる一方、固定的なものである必要はなく、その時々の公務や職員

の置かれている状況や、人事運用や組織運営における課題等に対応してその評価

の観点や方法が見直されていく柔軟な制度であるべきであり、一定の期間ごとに

振り返り、制度の検証をしていくことも常に念頭に置いておくべきである。 

 

（６）人事評価結果を処遇に適切に反映する仕組み 

人事評価は、組織改革・人材育成のツールであると同時に、任用や給与等の

処遇にも活用され、人事管理の基礎となるものである。 

今般の評語の見直しを基に、人事評価の結果を昇任、昇給及び勤勉手当に活用

するための基準が今後作成されることとなるが、その基準の作成に当たっては、

今般示された評語のレベル感が適切に反映され、処遇にも適切に活用されること

が重要である。 
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おわりに 

今回、国家公務員の人事評価制度の運用状況を改めて検証し、今後の人事評価の在り方

について幅広く検討を行い、評語区分の見直し等を含めて、具体的な改善の方向性を取り

まとめた。 

国家公務員は、国民への奉仕者として、高い気概と使命感、倫理観を持ち、職務を遂行

することが求められ、各現場で奮闘している。それぞれの職員が、個性や多様性に応じて

能力を最大限発揮していくことが、組織パフォーマンスの向上につながり、公務の水準を

高めていくことになる。 

人事評価制度は、こうした公務を担う人材マネジメントの中核的な役割を担うものであ

り、組織全体のパフォーマンス向上に貢献し、個人にとって、公平で納得感が高く、成長

につながるものであることが求められる。そのためには、職員の状況を的確に把握・理解

して、適所適材の人事管理を行うとともに、面談や指導等による上司と部下の日々のフィ

ードバックを通じて、人材の成長を促していくことが求められる。また、働き方改革が喫

緊の課題となる中、部下の成長を支援し、やりがいをもって効率的に業務を遂行できる環

境を整え、チームとして成果を挙げていくことは管理職の重要な責務であり、そうした点

を重視し、今回の報告書では、管理職のマネジメント能力に対する評価についても具体的

な改善方策を示した。 

人事評価制度を適切に機能させていくためには、被評価者と評価者との間の信頼関係と

日々の円滑なコミュニケーションが不可欠であり、そのためには納得感のある評価と頻繁

なコミュニケーションを積み重ねていくことが求められる。そうすることで、被評価者、

評価者、さらには人事当局それぞれが、人事評価のサイクルを活用して、組織全体のパフ

ォーマンスと一人一人の成長が実現でき、ひいては国家公務員に対する国民の理解の促進

にもつながるであろう。 

本報告書で示した改善の方向性を踏まえ、各府省等において人事評価が実効性ある形で

実施されるよう、制度官庁において必要な措置を講じていくとともに、各府省等において

も、適切な運用と活用、またその検証と更なる改善を進めていくことを強く希求する。 
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